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１  予  算  書 
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   令和８年度北名古屋市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和８年度北名古屋市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。 

（収益的収入及び支出の補正） 

第２条 令和８年度北名古屋市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

    （科   目）   （既決予定額）    （補正予定額）     （計） 

収   入 

第１款 下水道事業収益  1,865,424千円      25,661千円    1,891,085千円 

第２項 営業外収益   1,174,536千円      25,661千円    1,200,197千円 

支   出 

第１款 下水道事業費用  1,759,579千円      23,523千円    1,783,102千円 

第１項 営業費用    1,529,625千円      23,523千円    1,553,148千円 

 

 

  令和８年８月２５日提出 

 

北名古屋市長  太 田 考 則    
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２  予算に関する説明書 
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収入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 下水道事業
   収      益

1,865,424 25,661 1,891,085

２ 営業外収益
1,174,536 25,661 1,200,197

２ 他会計補助
　 金

671,482 23,523 695,005

１ 消費税及び
　 地方消費税
　 還付金

90,049 2,138 92,187

支出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 下水道事業
   費　　　用

1,759,579 23,523 1,783,102

１ 営業費用
1,529,625 23,523 1,553,148

４ 業務費 29,076 23,523 52,599

収益的収入及び支出

令和８年度北名古屋市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画
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(単位：千円)

13,126
835,977

574
△ 27

858
△ 412,942

△ 1
228,952

△ 3,305
3,917

667,129
1

△ 228,952
438,178

△ 1,990,473
△ 30,306

85,214
560,546
36,126

819
△ 1,338,074

1,367,300
△ 638,037

219,469
948,732

48,836
1,092,920
1,141,756

令和８年度北名古屋市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　当年度純利益（△は純損失）
　　　　減価償却費
　　　　資産減耗費
　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　　　賞与等引当金の増減額（△は減少）
　　　　長期前受金戻入額
　　　　受取利息及び配当金
　　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　　　　小　　計
　　　　利息及び配当金の受取額
　　　　利息の支払額
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー
　
２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　　有形固定資産の取得による支出
　　　　無形固定資産の取得による支出
　　　　一般会計からの繰入金による収入
　　　　国庫補助金による収入
　　　　受益者負担金等による収入
　　　　工事負担金等による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー
　
３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入
　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　　一般会計からの出資等による収入
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
　
　　　資金増加額（△は減少）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高
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(単位：千円)

１
⑴

イ 1,540,505
ロ 1,473,526

△ 347,947 1,125,579
ハ 29,487,488

△ 3,761,680 25,725,808
ニ 1,474,242

△ 612,952 861,290
ホ 882

△ 730 152
ヘ 2,371

△ 1,010 1,361
29,254,695

⑵
イ 2,341,730

2,341,730
⑶

イ 423
423

31,596,848

２
⑴ 1,141,756
⑵ 131,527

△ 113 131,414
1,273,170

32,870,018

令和８年度北名古屋市下水道事業会計予定貸借対照表
(令和9年3月31日)

車 両 運 搬 具

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金
投資その他の資産合計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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３
⑴

イ 15,524,902

15,524,902
15,524,902

４
⑴

イ 665,343

665,343
⑵ 153,025
⑶

イ 8,068
8,068

826,436

５
⑴ 17,256,536
⑵ △ 2,780,857

14,475,679
30,827,017

６ 1,496,021

７
⑴

イ 565,723
ロ 93
ハ 349,416
ニ 115,449

1,030,681
⑵

イ 483,701
△ 483,701

546,980
2,043,001

32,870,018

負　債　の　部

未 払 金

固 定 負 債
企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

資　本　の　部

引 当 金
賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金 収 益 化 累 計額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

 ⑴ 固定資産の減価償却の方法 

  イ 有形固定資産 

    減価償却の方法       定額法による。 

    主な耐用年数 

     建物            ３８年 

     構築物           ２０年～５０年 

     機械及び装置        １０年～２０年 

     工具、器具及び備品      ３年～１５年 

  ロ 無形固定資産 

    減価償却の方法       定額法による。 

    主な耐用年数 

     施設利用権         ４５年 

 ⑵ 引当金の計上方法 

  イ 退職給付引当金 

職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することとなっているため、

退職給付引当金は計上しない。 

  ロ 賞与等引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

ハ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 

 ⑶ その他会計に関する書類のための基本となる重要事項 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜経理方式による。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

 ⑴ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年

以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

６，２３９，３８４千円である。 

 

３ セグメント情報の開示 

  北名古屋市下水道事業会計は、公共下水道事業の単一セグメントであるため、

記載を省略している。 
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３  予算実施計画明細書 
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収益的収入

1 下水道事業収益 1,865,424 25,661 1,891,085
2 営業外収益 1,174,536 25,661 1,200,197

2 他会計補助金 671,482 23,523 695,005

4 消費税及び地方消費税 90,049 2,138 92,187
還付金

1 下水道事業費用 1,759,579 23,523 1,783,102
1 営業費用 1,529,625 23,523 1,553,148

4 業務費 29,076 23,523 52,599

令和８年度北名古屋市下水道事業会計

収入  

款　　　　項 目
既決

予定額
補正
予定額

計

支出 

款　　　　項 目
既決

予定額
補正
予定額

計
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補正予算（第１号）実施計画明細書

及び支出
（単位：千円）

区 分 金 額

1 一般会計補助金 23,523 事業運営補助分 23,523

1 消費税及び地方消費税 2,138 消費税及び地方消費税還付金 2,138
還付金

（単位：千円）

区 分 金 額

2 負担金 23,523 下水道使用料システム修正（汚水） 23,523

節
説 明

節
説 明
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４  予 算 資 料 
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「下水道事業会計」 

【下水道課】 

 

款 １ 下水道事業費用 項 １ 営業費用 

 

 

下水道使用料改定に係るシステム改修負担金 
 

１ 目的 

  下水道使用料の令和９年４月改定に向けて、徴収事務を委託している北名古屋水

道企業団及び名古屋市上下水道局の料金システムを改修する必要があることから、

その関係費用を負担する。 

 

２ 内容                               （単位：千円） 

              
区 分 内 容 事業費 

下水道使用料

システム修正

（汚水） 

北名古屋水道企業団 システム改修費負担金 1,034 

名古屋市上下水道局 システム改修費負担金 22,489 

合 計 23,523 
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